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   平成 30 年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計及び後期高齢者 

医療特別会計決算の審査について 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 292 条において準用する同法第 233 条第２

項の規定により審査に付された平成 30 年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計

及び後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類の

審査に対する意見書を、別紙のとおり提出します。 
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   意見書の記述に当たって 

１ 比率（％）は、原則として係数ごとに小数点以下第３位を 

四捨五入した。 

２ 表中の符号等の用法は、次のとおりである。 

 ⑴ 「△」：マイナスを表す。 

 ⑵ 「－」：該当数値のないもの 

 ⑶ 「0.00」：該当数値はあるが、単位未満のもの 
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   平成 30 年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計及び後期高齢者 

   医療特別会計決算審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

 １ 平成 30 年度愛知県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算 

２ 平成30年度愛知県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 

第２ 審査日 

  令和元年７月 24 日 

 

第３ 審査の方法 

  審査に付された一般会計及び後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書及び証書 

類その他政令で定める書類について、関係職員の説明を聴取するとともに、定例

監査及び例月出納検査の結果も参考にして、計数の正確性、事務処理の適否、更

に予算執行上の適否について実施した。 

 

第４ 審査の結果 

  各会計の決算書及び附属書は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、 

 計数は正確で内容も適正であると認められた。 

  なお、予算の執行状況についても、適法であり、適正に執行されているものと 

 認められた。 

  審査の結果の概要及び意見は、次のとおりである。 

 

第５ 決算の概要 

 １ 総括 

   平成 30 年度一般会計及び後期高齢者医療特別会計の決算収支は、次表のとお 

  りである。 

 

平成 30 年度一般会計及び後期高齢者医療特別会計決算収支状況表 

区分 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

歳入歳出 

差 引 額 

③ 

（①－②） 

翌年度へ繰り

越すべき財源

④ 

実質収支額 

⑤ 

（③－④） 

平成 29年度 

実質収支額 

⑥ 

単年度収支額 

（⑤－⑥） 

一 般 会 計 
円 

2,073,779,604 

円 

1,849,863,327 

円 

223,916,277 

円 

0 

円 

223,916,277 

円 

100,393,198 

円 

123,523,079 

後期高齢者医療

特 別 会 計 
848,492,995,464 821,242,598,816 27,250,396,648 0 27,250,396,648 29,899,756,594 △ 2,649,359,946 

合 計 850,566,775,068 823,092,462,143 27,474,312,925 0 27,474,312,925 30,000,149,792 △ 2,525,836,867 
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 ２ 一般会計 

  ⑴ 概況 

    平成 30 年度の一般会計歳入歳出予算現額は、2,019,346,000 円であり、  

決算額は次のとおりである。 

      歳 入  2,073,779,604 円（予算現額に対する割合 102.70％） 

      歳 出  1,849,863,327 円（予算現額に対する割合  91.61％） 

      差引額   223,916,277 円 

     

  ⑵ 歳入 

    一般会計の款別歳入決算は、次表のとおりである。 

 

一般会計歳入決算状況表                    

款 名 
予算現額 

① 

調定額 

② 

収入済額 

③ 

不納

欠損

額 

収入

未済

額 

予算現額 

に対する 

執行率 

③／① 

調定額 

に対する 

収入率 

③／② 

分担金及び 
負 担 金 

円 

1,692,529,000 

円 

1,692,529,000 

円 

1,692,529,000 

円 

0 

円 

0 

％ 

100 

％ 

100 

国庫支出金 226,267,000 280,808,000 280,808,000 0 0 124.10 100 

寄 附 金 1,000 0 0 0 0 0 － 

繰 入 金 1,000 0 0 0 0 0 － 

繰 越 金 100,393,000 100,393,198 100,393,198 0 0 100.00 100 

諸 収 入 155,000 49,406 49,406 0 0 31.87 100 

合 計 2,019,346,000 2,073,779,604 2,073,779,604 0 0 102.70 100 

  一般会計歳入決算額は、2,073,779,604 円であり、予算現額 2,019,346,000 円に

対し執行率は 102.70％、調定額に対する収入率は 100％となっており、収入済額

の主な内容は次のとおりである。 

 

  分担金及び負担金は、構成市町村からの事務費負担金1,692,529,000円である。 

（負担金の市町村別内訳は、３頁の表のとおり。） 

  

  国庫支出金は、長寿・健康増進事業等の財源である調整交付金 164,016,000 円

などである。 

 

繰越金は、前年度からの繰越金 100,393,198 円である。 

 

諸収入は、預金利子 19,648 円などである。 
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一般会計事務費負担金の市町村別内訳 

区分

市町村

円 ％
名古屋市 475,701,614 28.11
豊橋市 79,316,200 4.69
岡崎市 76,005,004 4.49
一宮市 84,878,219 5.01
瀬戸市 31,970,221 1.89
半田市 26,952,177 1.59

春日井市 66,539,791 3.93
豊川市 41,240,373 2.44
津島市 16,986,700 1.00
碧南市 17,766,113 1.05
刈谷市 29,985,713 1.77
豊田市 81,134,498 4.79
安城市 37,389,869 2.21
西尾市 37,716,793 2.23
蒲郡市 21,485,383 1.27
犬山市 19,469,852 1.15
常滑市 15,757,205 0.93
江南市 24,739,621 1.46
小牧市 32,820,559 1.94
稲沢市 31,768,039 1.88
新城市 15,036,374 0.89
東海市 25,143,806 1.49
大府市 20,197,253 1.19
知多市 20,771,220 1.23
知立市 16,169,027 0.96

尾張旭市 20,160,250 1.19
高浜市 11,937,236 0.71
岩倉市 12,820,045 0.76
豊明市 17,244,171 1.02
日進市 19,612,386 1.16
田原市 16,731,319 0.99
愛西市 17,657,889 1.04
清須市 16,746,329 0.99

北名古屋市 20,193,392 1.19
弥富市 12,308,262 0.73

みよし市 13,322,068 0.79
あま市 21,407,874 1.26

長久手市 12,548,059 0.74
東郷町 11,247,099 0.66
豊山町 5,996,900 0.35
大口町 7,737,432 0.46
扶桑町 10,548,821 0.62
大治町 8,994,703 0.53
蟹江町 10,713,638 0.63
飛島村 4,153,408 0.25

阿久比町 8,981,019 0.53
東浦町 13,378,326 0.79

南知多町 7,905,263 0.47
美浜町 8,147,558 0.48
武豊町 11,688,866 0.69
幸田町 10,649,560 0.63
設楽町 4,900,267 0.29
東栄町 4,317,840 0.25
豊根村 3,537,396 0.21

合　　計 1,692,529,000 100

負担金額 構成比
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  ⑶ 歳出 

    一般会計の款別歳出決算は、次表のとおりである。 

 

一般会計歳出決算状況表 

款 名 
予算現額 

① 

支出済額 

② 

翌年度 

繰越額 

③ 

不用額 

①－②－③ 

予算現額 

に対する 

執行率 

②／① 

構成比 

議 会 費 

円 

4,061,000 

円 

3,666,995 

円 

0 

円 

394,005 

％ 

90.30 

％ 

0.20 

総 務 費 1,252,047,000 1,140,383,485 0 111,663,515 91.08 61.65 

民 生 費 762,237,000 705,812,847 0 56,424,153 92.60 38.15 

公 債 費 1,000 0 0 1,000 0 － 

予 備 費 1,000,000 0 0 1,000,000 0 － 

合  計 2,019,346,000 1,849,863,327 0 169,482,673 91.61 100 

  一般会計歳出決算額は、1,849,863,327 円で、予算現額 2,019,346,000 円に対し

執行率 91.61％となっており、支出済額の主な内容は次のとおりである。（節別及

び性質別決算額は、５頁の表のとおり。） 

   

議会費は、議員報酬 1,558,000 円、議会会場借上料 1,763,936 円などである。 

  

 総務費は、電算システム運用保守委託料 225,352,800 円、電算システム機器等

賃借料 66,573,576 円、派遣職員人件費負担金 292,779,107 円、後期高齢者医療制

度特別対策補助金 152,759,000 円などである。 

 

  民生費は、通信運搬費 179,766,767 円、印刷等業務委託料 78,578,846 円、給付

管理事務委託料 230,641,283 円、二次レセプト点検等業務委託料 84,945,162 円な

どである。 

 

  なお、不用額の主な内容は、次のとおりである。 

 

総務費では、電算システムの機器更改が見込みを下回ったことによる電算シス

テム改修委託料の減、市町村に対する交付に要する費用が見込みを下回ったこと

による特別対策補助金の減、平成 30 年度職員の給与単価が見込みを下回ったこと

による派遣職員人件費負担金の減などである。 

 

民生費では、給付業務に係る郵送件数が見込みを下回ったことによる通信運搬

費の減、手数料の算出基礎となる委託先からの納付額が見込みを下回ったことに

よる第三者行為損害賠償求償事務手数料の減、入札の結果、契約額が見込みを下

回ったことによるルート集配業務委託料及びデータ入力等業務委託料等の減など

である。 
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節別及び性質別決算状況表 

節  名 決 算 額 構成比 性質区分 決 算 額 構 成 比 

 

報 酬 

円 

1,816,700 

％ 

0.10 

 

人 件 費 

円 

14,967,735 

％ 

0.81 

職員手当等 13,141,491 0.71 物 件 費 1,292,240,617 69.86 

共 済 費 9,544 0.00 補助費等 540,564,374 29.21 

報 償 費 147,000 0.01 積 立 金 0 ― 

旅  費 1,145,475 0.06 繰 出 金 2,090,601 0.11 

交 際 費 63,200 0.00    

需 用 費 3,056,197 0.17    

役 務 費 217,787,104 11.77    

委 託 料 995,868,470 53.84    

使 用 料 
及び賃借料 

74,073,273 4.01    

工事請負費 0 ―    

備品購入費 246,898 0.01    

負担金、補助
及び交付金 

532,414,374 28.78    

償還金、利子 
及び割引料 

8,003,000 0.43    

繰 出 金 2,090,601 0.11    

予 備 費 0 ―    

合 計 1,849,863,327 100 合 計 1,849,863,327 100 
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３ 後期高齢者医療特別会計 

 ⑴ 概況 

平成30年度の後期高齢者医療特別会計歳入歳出予算現額は、843,850,485,600 円

であり、決算額は次のとおりである。 

     歳    入  848,492,995,464 円（予算現額に対する割合 100.55％） 

     歳    出  821,242,598,816 円（予算現額に対する割合 97.32％） 

     翌年度繰越額         0 円 

     差  引  額   27,250,396,648 円 

 ⑵ 歳入 

   後期高齢者医療特別会計の款別歳入決算は、次表のとおりである。 

 

後期高齢者医療特別会計歳入決算状況表                

款 名 
予算現額 

① 

調定額 

② 

収入済額 

③ 

不納 

欠損額 
収入未済額 

予算現額 
に対する 
執行率 
③／① 

調定額 
に対する 
収入率 
③／② 

市 町 村 
支 出 金 

円 

154,560,555,000 

円 

155,154,490,513 

円 

155,154,490,513 

円 

0 

円 

0 

％ 

100.38 

％ 

100 

国庫支出金 252,468,051,600 255,575,496,299 255,575,496,299 0 0 101.23 100 

県 支 出 金 65,255,089,000 65,255,091,399 65,255,091,399 0 0 100.00 100 

支 払 基 金 
交 付 金 

340,184,505,000 340,479,908,000 340,479,908,000 0 0 100.09 100 

特別高額医療費 
共同事業交付金 

277,344,000 232,661,996 232,661,996 0 0 83.89 100 

寄 附 金 1,000 0 0 0 0 0     － 

繰 入 金 4,174,000 2,090,601 2,090,601 0 0 50.09 100 

繰 越 金 29,901,528,000 29,901,528,194 29,901,528,194 0 0 100.00 100 

県財政安定化 
基 金 借 入 金 

1,000 0 0 0  0 0     － 

諸 収 入 1,199,237,000 2,577,562,796 1,891,728,462 330,462,719 355,371,615 157.74 73.39 

合 計 843,850,485,600 849,178,829,798 848,492,995,464 330,462,719 355,371,615 100.55 99.92 

  後期高齢者医療特別会計歳入決算額は、848,492,995,464 円で、予算現額 

843,850,485,600 円に対し執行率は 100.55 ％、調定額に対する収入率は 99.92％ 

 となっており、収入済額の主な内容は、次のとおりである。 

 

  市町村支出金は、保険料等負担金として、市町村が被保険者から徴収した保険

料を広域連合へ納付する保険料負担金及び低所得者等の保険料軽減措置の財源と

なる負担金を広域連合へ納付する保険基盤安定負担金の合計91,517,333,117円並

びに療養給付費の市町村負担分である療養給付費負担金63,637,157,396円である。

（負担金の市町村別内訳は、８頁の表のとおり。） 

 

  国庫支出金は、療養給付費負担金 194,408,634,821 円などである。 
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  県支出金は、療養給付費負担金 61,800,167,000 円などである。 

 

  支払基金交付金は、国民健康保険、被用者保険などの現役世代からの支援分で

ある後期高齢者交付金 340,479,908,000 円である。 

 

  特別高額医療費共同事業交付金は、著しく高額な医療費の発生による財政影響 

を緩和するために国民健康保険中央会が行う共同事業からの交付金 232,661,996 円

である。 

 

  繰越金は、前年度からの繰越金 29,901,528,194 円である。 

 

  諸収入は、第三者納付金 1,081,498,883 円などである。 

 

  不納欠損額は、医療法人の破産により債権が消滅して発生した４件 330,462,719

円である。 

 

  収入未済額は、国及び県の指導による医療機関からの返納金 323,081,483 円な

どである。 
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後期高齢者医療特別会計各種負担金の市町村別内訳 
区分

市町村

円 円 円 円

名古屋市 23,642,926,356 4,500,302,789 20,713,284,000 48,856,513,145

豊橋市 3,589,884,400 747,089,389 3,301,000,000 7,637,973,789

岡崎市 3,627,632,290 614,149,595 2,829,655,905 7,071,437,790

一宮市 3,557,110,977 897,127,318 3,806,537,000 8,260,775,295

瀬戸市 1,427,152,199 311,401,027 1,399,360,000 3,137,913,226

半田市 1,113,337,065 213,966,089 907,102,000 2,234,405,154

春日井市 3,432,980,190 548,231,024 2,735,686,000 6,716,897,214

豊川市 1,789,309,081 358,422,608 1,566,000,000 3,713,731,689

津島市 655,670,580 145,593,985 623,575,000 1,424,839,565

碧南市 719,443,000 125,535,306 544,655,000 1,389,633,306

刈谷市 1,471,146,660 176,112,779 982,698,000 2,629,957,439

豊田市 4,099,355,159 559,795,734 2,825,263,591 7,484,414,484

安城市 1,715,314,170 240,409,357 1,133,270,000 3,088,993,527

西尾市 1,608,635,700 310,454,079 1,283,678,000 3,202,767,779

蒲郡市 800,272,810 208,805,653 908,082,000 1,917,160,463

犬山市 873,874,800 154,109,561 752,384,616 1,780,368,977

常滑市 555,663,870 127,903,017 519,725,000 1,203,291,887

江南市 1,031,205,100 218,746,861 948,952,000 2,198,903,961

小牧市 1,686,225,186 242,510,818 1,163,291,000 3,092,027,004

稲沢市 1,380,896,317 264,647,535 1,267,183,421 2,912,727,273

新城市 542,340,100 133,545,646 498,772,000 1,174,657,746

東海市 1,128,000,600 173,393,002 825,600,000 2,126,993,602

大府市 902,175,200 123,507,579 626,976,000 1,652,658,779

知多市 924,588,400 144,516,996 720,649,000 1,789,754,396

知立市 689,514,750 89,701,395 437,787,000 1,217,003,145

尾張旭市 987,917,200 142,880,663 717,835,000 1,848,632,863

高浜市 384,974,100 68,705,614 300,241,000 753,920,714

岩倉市 508,073,100 85,041,259 380,590,000 973,704,359

豊明市 809,080,700 116,637,424 634,128,041 1,559,846,165

日進市 935,014,200 105,003,154 659,128,792 1,699,146,146

田原市 600,686,800 142,005,206 527,456,000 1,270,148,006

愛西市 687,074,100 153,627,771 691,422,390 1,532,124,261

清須市 716,761,300 116,890,808 522,678,000 1,356,330,108

北名古屋市 903,239,600 151,360,283 658,040,896 1,712,640,779

弥富市 439,656,000 84,939,936 352,706,000 877,301,936

みよし市 478,457,700 65,833,069 328,911,085 873,201,854

あま市 880,700,101 174,620,162 820,128,160 1,875,448,423

長久手市 499,928,892 53,428,453 294,905,428 848,262,773

東郷町 428,465,979 61,453,133 305,234,000 795,153,112

豊山町 154,243,726 23,845,274 113,384,382 291,473,382

大口町 237,356,050 37,872,213 170,941,069 446,169,332

扶桑町 415,228,100 61,741,304 338,977,575 815,946,979

大治町 255,198,700 49,177,858 218,724,000 523,100,558

蟹江町 379,481,370 70,085,545 340,509,000 790,075,915

飛島村 54,919,300 9,368,317 45,000,000 109,287,617

阿久比町 288,615,700 46,163,886 230,606,155 565,385,741

東浦町 520,264,800 85,466,312 401,835,890 1,007,567,002

南知多町 175,806,900 67,650,176 258,001,000 501,458,076

美浜町 214,000,850 55,658,900 244,788,000 514,447,750

武豊町 404,242,000 74,667,025 329,679,000 808,588,025

幸田町 326,863,700 58,470,554 264,245,000 649,579,254

設楽町 72,542,200 29,594,541 86,072,000 188,208,741

東栄町 41,082,450 21,562,669 59,752,000 122,397,119

豊根村 12,663,120 7,609,842 20,071,000 40,343,962

合　計 75,777,193,698 13,851,340,493 63,637,157,396 153,265,691,587

保険料負担金 基盤安定負担金 療養給付費負担金 合　　計
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 ⑶ 歳出 

   後期高齢者医療特別会計の款別歳出決算は、次表のとおりである。 

 

後期高齢者医療特別会計歳出決算状況表 

款 名 
予算現額 

① 

支出済額 

② 

翌年度 

繰越額 

③ 

不用額 

①－②－③ 

予算現額

に対する 

執行率 

②／① 

構成比 

保険給付費 
円 

806,861,834,000 

円 

804,753,083,827 

円 

0 

円 

2,108,750,173 

％ 

99.74 

％ 

97.99 

県財政安定化

基金拠出金 
7,652,000 7,651,532 0 468 99.99 0.00 

特別高額医療費
共同事業拠出金 

277,789,000 256,607,935 0 21,181,065 92.38 0.03 

保健事業費 3,306,586,000 3,059,631,236 0 246,954,764 92.53 0.37 

公 債 費 21,362,000 0 0 21,362,000 0 － 

諸支出金 13,198,953,600 13,165,624,286 0 33,329,314 99.75 1.61 

予 備 費 20,176,309,000 0 0 20,176,309,000 0 － 

合  計 843,850,485,600 821,242,598,816 0 22,607,886,784 97.32 100 

  後期高齢者医療特別会計歳出決算額は、821,242,598,816 円で、予算現額 

843,850,485,600 円に対し執行率 97.32％となっており、支出済額の主な内容は次

のとおりである。（節別及び性質別決算額は、10 頁の表のとおり。） 

 

  保険給付費は、療養諸費 767,069,294,847 円などである。 

 

  県財政安定化基金拠出金は、後期高齢者医療の財政安定化を図る目的で県に造

成された基金への拠出金 7,651,532 円である。 

 

  特別高額医療費共同事業拠出金は、国民健康保険中央会が行う共同事業に拠出

する特別高額医療費共同事業拠出金 256,607,935 円などである。 

 

  保健事業費は、健康診査を市町村に委託した委託料 3,059,631,236 円である。 

 

  諸支出金は、療養給付費負担金の国庫支出分の精算8,627,383,153 円などである。 

 

  なお、不用額の主な内容は、次のとおりである。 

   

  保険給付費では、一人当たり医療給付費が見込みを下回ったことによる療養給

付費の減などである。 

 

  保健事業費では、健康診査の受診者数が見込みを下回ったことによる委託料の

減などである。 



10 

 

 

節別及び性質別決算状況表 

節 名 決 算 額 構 成 比 性質区分 決 算 額 構 成 比 

委 託 料 
円 

4,415,980,150 

％ 

0.54 物 件 費 
円 

4,415,980,150 

％ 

0.54 

負担金、補助 
及び交付金 

803,662,452,180 97.86 補助費等 816,826,618,666 99.46 

償還金、利子 
及び割引料 

13,164,166,486 1.60    

繰 出 金 0 －    

予 備 費 0 －    

合  計 821,242,598,816 100 合  計 821,242,598,816 100 
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４ 財産に関する調書 

  平成 30 年度における財産の取得及び処分の異動状況は、次のとおりである。 
 

 ⑴ 公有財産 

   本年度末における公有財産はなく、本年度中の異動はない。 
 

 ⑵ 物品 

   本年度末における取得価格 1,000,000 円以上の物品は、「電算処理システム」 

一式であり、本年度中の異動はない。 
 

 ⑶ 債権 

   本年度末における債権はなく、本年度中の異動はない。 
 

 ⑷ 基金 

本年度末における基金はなく、本年度中の異動はない。 

 

  以上が平成30年度一般会計及び後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算の審査

の概要である。 
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第６ 審査意見  

 

１ 一般会計について 

  一般会計は、市町村からの負担金、後期高齢者医療制度事業費補助金や調整交

付金等の国の補助金を歳入とし、職員人件費を始めとする事務局の運営経費及び

電算システムの維持管理費等を歳出としている。 

   

  決算の状況は、歳入歳出予算現額が、それぞれ 2,019,346,000 円に対し、歳入

決算額が、2,073,779,604 円で、54,433,604 円の歳入増、歳出決算額は、

1,849,863,327 円で、電算システム改修費における執行残などにより、不用額は、

169,482,673 円となった。 

なお、歳入歳出差引残額は、223,916,277 円となっている。 

   

愛知県後期高齢者医療広域連合は県内の全市町村により設立された自治体であ

り、事務局の運営経費である職員人件費、印刷等業務委託料、電算システムに係

る運用保守委託料等の経費については、各市町村からの事務費負担金を財源とし

ている。 

現下の厳しい市町村財政の中、事務局の運営経費については、効率的な執行に

努めた結果、223,916,277 円の歳入歳出差引残額が生じたものであり、適正な予算

執行が行われているものと認められる。 

 

被保険者が現行制度を十分に理解し、安心して適切な医療を受けることができ

るよう、今後も市町村等の協力を得ながら、パンフレット、ポスター、ホームペ

ージ等により、実効性のある広報活動に努められたい。 

 

また、市町村が実施した歯科健康診査事業等への助成事業においては、被保険

者の健康づくりを推進するため、引き続き市町村との連携強化を図られたい。 

 

 

２ 後期高齢者医療特別会計について 

  後期高齢者医療特別会計は、被保険者からの保険料を含む市町村負担金、国の

負担金・補助金、県の負担金、現役世代からの支援分である支払基金交付金等を

歳入とし、保険給付費、保健事業に係る経費等を歳出としている。 

 

決算の状況は、歳入歳出予算現額が、それぞれ 843,850,485,600 円に対し、歳

入決算額が、848,492,995,464 円で、4,642,509,864 円の歳入増、歳出決算額は、

821,242,598,816 円で、不用額は、22,607,886,784 円であった。 

なお、歳入歳出差引残額は、27,250,396,648 円となっている。 

 

なお、諸収入において、診療報酬の不正請求を行った医療法人の破産による不

納欠損額が 330,462,719 円生じている。同じく諸収入において、収入未済額が

355,371,615 円生じているので、公正公平の観点から、適正な債権管理に努めると

ともに、収入未済の縮減に向けて一層努力されたい。 

 

また、被保険者からの保険料は、制度の安定的な運営には欠かせないものであ
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り、市町村との緊密な連携のもとに行ってきた収納率向上の取り組みの結果、平

成 30 年度の保険料収納率は 99.64％と前年度より 0.05 ポイント向上している。 

被保険者負担の公平の観点からも、引き続き保険料の収納確保に努められたい。 

 

一方、歳出面では、医療費総額が、被保険者の増加や医療の高度化等の要因に

より増え続ける中、医療費の適正化の観点から、国民健康保険団体連合会との連

携による被保険者の資格点検、レセプトの二次点検、後期高齢者医療と介護保険

の給付情報の突合による給付調整や、ジェネリック医薬品利用促進のための差額

通知等を適切に実施されたい。 

また、重複・頻回受診者に対する保健師等による訪問指導等を引き続き実施す

るとともに、生活習慣病を早期に発見し、重症化の予防を図るため、市町村との

連携により実施している健康診査の受診率の向上を図られたい。 

なお、平成 31 年 1 月から、はり、きゅう及びあん摩マッサージの療養費におい

て、施術者等が患者等に代わって支給申請を行う仕組みについて全国統一のルー

ルに基づき取り扱う受領委任制度が開始され、施術者に対しては地方厚生局及び

都道府県による指導監督が行われることとなった。愛知県後期高齢者医療広域連

合においては、引き続き療養費の支給にあたり申請内容の確認や点検の充実強化

により一層努められたい。 

 

 

３ むすび 

高齢者医療を取り巻く環境は、今後も高齢化の進行による被保険者の増加や医

療の高度化による医療費の増大により、引き続き厳しい状況が続くものと考えら

れる。 

後期高齢者医療制度の安定的運営を確保するためには、保険料収納対策や医療

費の適正化等の各事業の実施が重要である。事業実施に当たっては、国の制度設

計や施策の動向を注視しつつ、事業効果を常に念頭に置き、市町村等の関係機関

と十分な連携を図りながら、より一層効率的な事業の推進に努められたい。 

なお、国において高齢者の窓口負担の在り方などの課題について、中長期的な

社会保障改革の検討が行われていることから、今後もどのような見直しが行われ

るか検討の動向を注視しながら情報収集に努め、安定的な運営の継続に必要な対

応を図られたい。 

 


